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改正後 改正前 

（総則） 

第１条 この契約を履行するに当たり、この約款

（請書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書（別

冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対

する質疑回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本

国の法令を遵守します。 

 

（後略） 

（（総則） 

第１条 この契約を履行するに当たり、この約款            

に基づき、設計図書（別

冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対

する質疑回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本

国の法令を遵守します。 

 

（後略） 

第２～１２条（略） 第２～１２条（略） 

（履行期間の延長） 

第１３条 自らの責めに帰することができない

事由により履行期間内に業務を完了することが

できないときは、その事由を明示した書面によ

り、市に履行期間の延長変更を請求することがあ

ります。 

（履行期間の延長） 

第１３条 自らの責めに帰することができない

理由により履行期間内に業務を完了することが

できないときは、その理由を明示した書面によ

り、市に履行期間の延長変更を請求することがあ

ります。 

第１４条（略） 第１４条（略） 

（一般的損害） 

第１５条 成果物の引渡し前に、成果物に生じた

損害その他業務を行うにつき生じた損害（次条第

１項又は第２項に規定する損害を除く。）につい

ては、市の責めに帰する事由により生じたものを

除き負担します。 

（一般的損害） 

第１５条 成果物の引渡し前に、成果物に生じた

損害その他業務を行うにつき生じた損害（次条第

１項又は第２項に規定する損害を除く。）につい

ては、市の責めに帰する理由により生じたものを

除き負担します。 

（第三者に及ぼした損害） 

第１６条 業務を行うにつき第三者に損害（次項

に規定する損害を除く。）を及ぼしたときは、市の

責めに帰すべき事由により生じたものを除き、そ

の賠償額を負担します。 

 

（後略） 

（第三者に及ぼした損害） 

第１６条 業務を行うにつき第三者に損害（次項

に規定する損害を除く。）を及ぼしたときは、市の

責めに帰すべき理由により生じたものを除き、そ

の賠償額を負担します。 

 

（後略） 

第１７～２３条（略） 第１７～２３条（略） 

（催告によらない契約の解除） 

第２４条 次の各号のいずれかに該当するとき

は、直ちにこの契約を解除されても異議はあり

ません。 

 

（中略） 

 

⑻ 次のいずれかに該当するとき。 

（催告によらない契約の解除） 

第２４条 次の各号のいずれかに該当するとき

は、直ちにこの契約を解除されても異議はあり

ません。 

 

（中略） 

 

⑻ 次のいずれかに該当するとき。 
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改正後 改正前 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその

者を、受注者が法人である場合にはその役員

又はその支店若しくは常時設計業務等の契約

を締結する事務所の代表者をいう。以下この

号において同じ。）又はその使用人が、暴力

団又は暴力団員であると認められるとき。 

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与

していると認められるとき。 

ハ 役員等が、自ら、自社若しくは第三者の不

正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用

するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資

金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与していると認められると

き。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に

非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

ヘ 再委託契約その他の契約に当たり、その相

手方がイからホまでのいずれかに該当するこ

とを知りながら、当該者と契約を締結したと

認められるとき。 

ト 自ら、イからホまでのいずれかに該当する

者を再委託契約その他の契約の相手方として

いた場合（へに該当する場合を除く。）に、市

から当該契約の解除を求められたにもかかわ

らず、従わなかったとき。   

イ 自ら、役員又は使用人が 

 

 

 

 

暴力団員であると認められるとき。 

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与

していると認められるとき。 

ハ      自ら、自社若しくは第三者の不 

正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用

するなどしたと認められるとき。 

ニ  自ら、暴力団又は暴力団員に対して資 

金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与していると認められると

き。 

ホ 自ら、  暴力団又は暴力団員と社会的に 

非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

ヘ 再委託契約その他の契約に当たり、その相

手方がイからホまでのいずれかに該当すること

を知りながら、当該者と契約を締結したと認め

られるとき。 

ト 自ら、イからホまでのいずれかに該当する

者を再委託契約その他の契約の相手方として

いた場合（へに該当する場合を除く。）に、市

から当該契約の解除を求められたにもかかわ

らず、従わなかったとき。 

第２５～２９条（略） 第２５～２９条（略） 

 


